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(57)【要約】
【課題】吊り上げ時や運搬時のレンガブロックのすべり
や滑落を効果的に防止し、レンガブロックを精度良く容
易に施工できる施工装置を提供する。
【解決手段】レンガブロックの両側面を挟み込む把持板
と、該把持板の開閉機構と、該把持板と該開閉機構とを
連結するアーム部と、レンガブロックの下端部を保持す
るための押さえ具とを備えることを特徴とするコークス
炉レンガブロックの施工装置。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　レンガブロックの両側面を挟み込む把持板と、該把持板の開閉機構と、該把持板と該開
閉機構とを連結するアーム部と、レンガブロックの下端部を保持するための押さえ具とを
備えることを特徴とするコークス炉レンガブロックの施工装置。
【請求項２】
　レンガブロックの両側面を挟み込む把持板と、該把持板の把持力調整治具と、該把持板
を保持するアーム部と、レンガブロックの下端部を保持するための押さえ具とを備えるこ
とを特徴とするコークス炉レンガブロックの施工装置。
【請求項３】
　前記押さえ具が、前記把持板によって支持されていることを特徴とする、請求項１また
は２に記載のコークス炉レンガブロックの施工装置。
【請求項４】
　前記押さえ具が、前記把持板とは別体である押さえ具支持部によって支持されているこ
とを特徴とする、請求項１または２に記載のコークス炉レンガブロックの施工装置。
【請求項５】
　前記押さえ具の厚みを、レンガブロック同士を接合する際の目地厚とすることを特徴と
する、請求項１～４のいずれか一項に記載のコークス炉レンガブロックの施工装置。
【請求項６】
　前記押さえ具がテーパー形状を有することを特徴とする、請求項１～５のいずれか一項
に記載のコークス炉レンガブロックの施工装置。
【請求項７】
　前記押さえ具が、水平方向に回転可能に支持されていることを特徴とする、請求項１～
６のいずれか一項に記載のコークス炉レンガブロックの施工装置。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれか一項に記載のコークス炉レンガブロックの施工装置を用いるこ
とを特徴とするコークス炉レンガブロックの施工方法。
【請求項９】
　前記押さえ具を、レンガブロック同士を接合する目地部のモルタルがレンガブロックの
自重を保持できる強度まで固まった後に、該押さえ具を目地部から抜くことを特徴とする
請求項８に記載のコークス炉レンガブロックの施工方法。
【請求項１０】
　前記押さえ具を、レンガブロック同士を接合する目地部のモルタルが硬化した後も抜か
ずに残置することを特徴とする請求項８に記載のコークス炉レンガブロックの施工方法。
【請求項１１】
　前記押さえ具を、レンガブロック同士を接合する目地部に打ち込むことによって目地厚
を調整することを特徴とする請求項８～１０のいずれか一項に記載のコークス炉レンガブ
ロックの施工方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、コークス炉レンガブロックの施工装置およびコークス炉レンガブロックの施
工方法に関する。　
【背景技術】
【０００２】
　コークス炉とは、石炭を蒸し焼きにし、コークスとするための炉であり、一般に、炭化
室という、装入された石炭を蒸し焼きにし、コークスとする室と、燃焼室という、燃料ガ
スを燃焼させることにより、炭化室を高温に保つ室とからなっている。
【０００３】
　これら炭化室と燃焼室とは、交互に配置されていて、燃焼室は多数のレンガによって構
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成され、炭化室との仕切り壁を形成している。
【０００４】
　すなわち、コークス炉の築炉に際しては、多数のレンガを所定の施工位置に運搬して据
付ける必要がある。
　そこで、特許文献１や、特許文献２などでは、予め大型レンガやレンガブロックを炉外
で製作し、これを炉内に取り込む施工方法を採用すると共に、この大型レンガやレンガブ
ロックをハンドリングする装置に関し、大型レンガやレンガブロックの両側面を挟み込む
機構、すなわち把持装置を開示している。
【０００５】
　また、上記大型レンガやレンガブロックの相互は、目地と呼ばれる隙間、継ぎ目にモル
タルが充填されるが、特許文献３などでは、コークス炉の補修方法に関して、積層目地に
スペーサーを配置し、上段の耐火物集合体をスペーサー上に載置して目地を施工する方法
が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特許第３３９７７２４号公報
【特許文献２】特開２０１５－１０１４５号公報
【特許文献３】特許第３３９７７２３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、特許文献１、特許文献２に記載された把持装置は、大型レンガや１トン
～１０トン程度の重量物であるレンガブロックの両側面を挟み込むものであって、運搬時
の振動や、衝撃などにより把持部がすべり、レンガブロックが滑落するおそれがあるため
、多数回のハンドリングを要するコークス炉の新設、パドアップや、大規模修繕等には、
搬送速度の制限等から工期が掛かり過ぎるといった問題がある。
【０００８】
　また、特許文献３に記載された方法では、重量の大きいレンガブロックを積むために、
事前にたくさんのスペーサーを精度良く設置する必要があり、労力と時間を要する。さら
に、この方法では、レンガブロックの形状に不整があった場合のレベル調整が容易に行な
えないといった問題がある。
【０００９】
　加えて、レンガブロックの据付け位置は、一般的に、隣接する燃焼室の壁などによって
囲まれており、レンガブロックと隣接する壁面との間には、図６に示すように４０ｃｍ程
度の隙間しかない。したがって、十分な作業スペースを確保することができず、通常考え
られる重量物の固縛治具や固縛方法を用いた場合、据付け位置での荷解きが困難であると
いった問題があった。
【００１０】
　さらに、コークス炉の構造には極めて高い寸法精度が要求され、例えば、燃焼室の壁面
は、凹凸が１ｍｍ以下であるような高い平滑性を有していることが求められる。したがっ
て、図６に示すように、既に設置してある下段レンガブロックの上に別のレンガブロック
を据え付ける場合、レンガブロックが傾いたりすることがないように、接合面における目
地厚を精度良く一定に保った状態で据え付けを行う必要がある。しかし、通常考えられる
重量物のクランプ装置、トング等では、上述したような狭隘な据え付け位置において、数
トン程度の重量物であるレンガブロックを、目地厚を高い精度で一定に保持ししつつ据え
付けることはできないという問題があった。
【００１１】
　本発明は、かかる問題を解決するためになされたもので、吊り上げ時や運搬時のレンガ
ブロックのすべりや滑落を効果的に防止し、レンガブロックを精度良く容易に施工できる
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ことを特徴とする施工装置および施工方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明の要旨構成は次のとおりである。
【００１３】
１．レンガブロックの両側面を挟み込む把持板と、該把持板の開閉機構と、該把持板と該
開閉機構とを連結するアーム部と、レンガブロックの下端部を保持するための押さえ具と
を備えることを特徴とするコークス炉レンガブロックの施工装置。
【００１４】
２．レンガブロックの両側面を挟み込む把持板と、該把持板の把持力調整治具と、該把持
板を保持するアーム部と、レンガブロックの下端部を保持するための押さえ具とを備える
ことを特徴とするコークス炉レンガブロックの施工装置。
【００１５】
３．前記押さえ具が、前記把持板によって支持されていることを特徴とする、前記１また
は２に記載のコークス炉レンガブロックの施工装置。
【００１６】
４．前記押さえ具が、前記把持板とは別体である押さえ具支持部によって支持されている
ことを特徴とする、前記１または２に記載のコークス炉レンガブロックの施工装置。
【００１７】
５．前記押さえ具の厚みを、レンガブロック同士を接合する際の目地厚とすることを特徴
とする、前記１～４のいずれか一項に記載のコークス炉レンガブロックの施工装置。
【００１８】
６．前記押さえ具がテーパー形状を有することを特徴とする、前記１～５のいずれか一項
に記載のコークス炉レンガブロックの施工装置。
【００１９】
７．前記押さえ具が、水平方向に回転可能に支持されていることを特徴とする、前記１～
６のいずれか一項に記載のコークス炉レンガブロックの施工装置。
【００２０】
８．前記１～７のいずれか一項に記載のコークス炉レンガブロックの施工装置を用いるこ
とを特徴とするコークス炉レンガブロックの施工方法。
【００２１】
９．前記押さえ具を、レンガブロック同士を接合する目地部のモルタルがレンガブロック
の自重を保持できる強度まで固まった後に、該押さえ具を目地部から抜くことを特徴とす
る前記８に記載のコークス炉レンガブロックの施工方法。
【００２２】
１０．前記押さえ具を、レンガブロック同士を接合する目地部のモルタルが硬化した後も
抜かずに残置することを特徴とする前記８に記載のコークス炉レンガブロックの施工方法
。
【００２３】
１１．前記押さえ具を、レンガブロック同士を接合する目地部に打ち込むことによって目
地厚を調整することを特徴とする前記８～１０のいずれか一項に記載のコークス炉レンガ
ブロックの施工方法。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明によれば、把持したレンガブロックの、吊り上げ時や運搬時のすべりや滑落を効
果的に防止し、レンガブロックを精度良く容易に施工することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】コークス炉レンガブロックの施工装置の一形態を示す図である。
【図２】本発明の押さえ具の例を示す図である。
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【図３】コークス炉レンガブロックの施工装置の他の形態を示す図である。
【図４】コークス炉レンガブロックの施工装置のさらに他の形態を示す図である。
【図５】図８に示した施工装置を用いて、下段レンガブロックの上に上段レンガブロック
を施工する方法を示す図である。
【図６】図８に示した施工装置のアーム部を開いた様子を示す図である。
【図７】テーパー型押さえ具を備えるコークス炉レンガブロックの施工装置の一形態を示
す図である。
【図８】コークス炉レンガブロックの施工装置の形態のうち押さえ具支持部を有する形態
の施工装置を示す図である。
【図９】コークス炉レンガブロックの施工装置の形態のうち押さえ具支持部を有する他の
形態の施工装置を示す図である。
【図１０】押さえ具が水平方向に回転可能に支持されているコークス炉レンガブロックの
施工装置の一形態を示す図である。
【図１１】押さえ具の回転動作の例を示す図である。
【図１２】押さえ具の形状例を示す図である。
【図１３】把持力調整治具の例を示す図である。
【図１４】押さえ具支持部の他の形態を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下、本発明を具体的に説明する。
　本発明に従うコークス炉レンガブロックの施工装置（１）の主な形態例を、図１、３、
８および９に示す。
【００２７】
　本発明の一実施形態における施工装置は、図１に示したように、レンガブロックの両側
面を両側から挟み込む把持板（２）と、該把持板の開閉機構（３）と、該把持板と該開閉
機構とを連結するアーム部（５）と、レンガブロックの下端部を保持するための押さえ具
（４）とを備える。
【００２８】
　また、本発明の他の実施形態における施工装置は、図３に示したように、レンガブロッ
クの両側面を挟み込む把持板（２）と、該把持板の把持力調整治具（９）と、該把持板を
保持するアーム部（５）と、レンガブロックの下端部を保持するための押さえ具（４）と
を備える。
【００２９】
［把持板］
　上記把持板は、レンガブロックの両側面を挟み込んで保持するためのものである。した
がって、本発明の施工装置は、該把持板を少なくとも１対備えている。前記把持板の材質
、寸法、形状等は特に限定されず、レンガブロックを把持できるものであれば任意の物を
用いることができる。
【００３０】
　前記把持板としては、強度や剛性の観点からは金属板を用いることが好ましい。前記金
属板としては、例えば、鋼板を用いることが好ましい。前記鋼板としては、平板状の鋼板
を用いることも出来るが、リブ付き鋼板等の補剛鋼板を用いることができる。また、前記
把持板は、レンガブロックに対する摩擦力を高めるために、レンガブロックとの接触面に
ゴム、エラストマー等の弾性部材を備えていることが好ましい。前記ゴムとしては、工業
用ゴムを始め、任意のものを用いることができる。
【００３１】
　前記把持板の形状は特に限定されず、矩形、円形、楕円形など任意の形状としてよく、
複雑な形状のレンガブロックの場合には、それに合わせた形状としてもよい。
【００３２】
　把持板でレンガブロックを把持する位置に関しては、レンガブロックを吊り上げたり、
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搬送したりする際に、レンガブロックにひび割れが発生するような引張力が生じない位置
を把持することが好ましい。例えば、図１に示すように、レンガブロックの長手方向側面
の下部を把持することが好ましい。例えば、少なくともレンガブロックの最下段のレンガ
を把持する形態とすることができる。また、２対以上の把持板を使用する場合は、図１に
示すように、レンガブロックの長手方向に等間隔に把持板を配置することが好ましい。
【００３３】
　把持力をＦ（Ｎ）、把持応力をσ（Ｎ／ｍ２）、レンガブロックとの接触面の静止摩擦
係数をμ、レンガブロックとの接触面の面積の総和をＳ（ｍ２）、レンガブロックの質量
をｍ（ｋｇ）、重力加速度をｇ（ｍ／s２）とすると、これら数値の間に、Ｆ＝σ・Ｓ≧
μ・ｍ・ｇなる関係を満足する把持力および把持板を採用すれば良い。
【００３４】
［開閉機構・アーム部］
　本発明の一実施形態における施工装置は、把持板の開閉機構を備えている。前記開閉機
構としては、特に限定されることなく、把持板を開閉できるものであれば任意のものを用
いることができる。前記開閉機構として使用できる機構としては、例えば、エアージャッ
キ、油圧ジャッキ、ボルトジャッキ等が挙げられる。
【００３５】
　前記開閉機構はアーム部を介して上記把持板に連結されている。開閉機構の動作は、該
アーム部を介して把持板に伝達され、把持板を開閉させることができ、把持板が閉じた状
態では該把持板によってレンガブロックが把持される。したがって、本実施形態における
開閉機構は、把持板に加えて、アーム部を開閉させるものである。
【００３６】
　前記開閉機構は、１対の把持板の両方を動かしてもよいし、いずれか一方のみを動かし
ても良い。また、複数対の把持板を用いる場合には、すべての把持板の対を同時に開閉さ
せてもよいし、各把持板を順次開閉させてもよい。
【００３７】
　図１に示した施工装置の一例においては、アーム部（５）がピン（６）を支点として回
動可能に支持されており、アーム部（５）の上端部を開閉機構（３）によって動くことに
より、把持板（２）を開閉させる。このように、ピン（６）機構を用いることにより、ピ
ンを支点として把持装置の上面から把持板の挟みこみを行うことができる。
【００３８】
　さらに、図４に示した施工装置の他の例のように、アーム部の支持部（１０）が水平方
向に伸縮する機構を採用してもよい。この形態では、アーム部とフレームとの接合はあく
までも剛接合で、上部の支持部に開閉機構がある。
【００３９】
　本実施形態の施工装置においては、前記開閉機構を用いて把持力の大きさを調整するこ
ともできる。また、上記開閉機構に加えて、後述する把持力調整治具を設けることもでき
る。
【００４０】
　また、他の実施形態では、図４に示すように一対のアームを間隔調整ボルト等で連結（
アーム部の支持部（１０））し、アームの間隔を間隔調整ボルトの動きで調整することで
、一対のアームを開閉する機構とすることもできる。この際には、両者の間隔を調整する
ことで、把持力を調整することも併せて行うことができる。
【００４１】
［把持力調整治具］
　本発明の他の実施形態における施工装置は、把持力調整治具を備えている。前記把持力
調整治具としては、レンガブロックを把持する力を調整できるものであれば任意のものを
用いることができるが、例えば、把持板をその把持面に垂直な方向に進退自在に支持する
把持板支持手段と、把持板をレンガブロックの方向へ付勢し、かつその付勢力を調整可能
である付勢手段とを備える把持力調整手段を用いることができる。前記付勢手段としては
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、例えば、軸方向が把持板の把持面に垂直な方向となるように支持されたボルト等を用い
ることができる。前記ボルトの先端を把持板の把持面と反対側の面に押し当てた状態で該
ボルトを回転させて前進させることにより把持板をレンガブロック方向へ付勢することが
でき、かつ、ボルトを回転させてその位置を変えることにより付勢力を調整することがで
きる。
【００４２】
　図３および図１３は、把持力調整治具を備えた施工装置の一例である。この例において
は、施工装置（１）全体としては、剛性の高いフレーム構造となっている。アーム部（５
）には、該アーム部を貫通する挿通孔（１３）が設けられており、把持板（２）には、把
持面に垂直方向に伸びる把持板支持部材（１４）が取り付けられている。そして、把持板
支持部材（１４）を挿通孔（１３）に通すことによって該把持板（２）はアーム部（５）
にスライド可能に保持されている。アーム部（５）には把持力調整治具（９）が設けられ
ており、把持力調整治具（９）にはボルトを取り付けるためのねじ切り加工がなされてい
る。把持板（２）は、把持力調整治具（９）に備えられたボルトによりレンガブロックの
方向へ付勢されており、ボルトを回転させて前進または後退させることによって作業者が
把持板把とレンガブロックの間隔や把持力を調整することができる。
【００４３】
　この形態の施工装置は、開閉機構（３）を必要とせず、把持力調整治具によって、把持
板とレンガブロックの間隔を調整して、レンガブロックを把持すると共に、把持力を調整
することができる。なお、把持板とレンガブロックの間隔や把持力の調整は、把持力調整
治具を介して、たとえば、ボルトやエアージャッキなどにより行うものが例示される。ま
た、上述したように、把持力調整治具と、上記開閉機構を併用することも可能である。
【００４４】
［押さえ具］
　本発明の施工装置は、レンガブロックの下端部を保持するための押さえ具（４）を具備
していることが最大の特徴である。この押さえ具は、吊り上げ時や運搬時にレンガブロッ
クが滑落するのを防止するものであるが、本発明における押さえ具は、特に、静止摩擦が
切れてレンガブロックが滑り始める、言わば「初動」を防止するために備えるものである
。よって、押さえ具でレンガブロックの全重量を支える必要はない。
【００４５】
　レンガブロックの滑落を最も確実に防止するためには、レンガブロックの下端部を保持
すれば良いことは当然である。
　しかしながら、前述したように、コークス炉のレンガブロックを据付ける場所は狭く、
従来の固縛治具等は使用することができない。さらに、レンガブロックの下端部は、ダボ
という凸部があるため、レンガブロックの下端部全体を、例えばフォークリフトの爪のよ
うな長いもので保持することはできない。
【００４６】
　そこで、本発明では、レンガブロックの滑落の「初動」を防止することを想起し、把持
板と押さえ具を併用することで、レンガブロックの運搬速度を、レンガブロックの下端部
全体を保持した場合と同等にすることができたのである。すなわち、レンガブロックの下
端部を保持しない場合には、荷揺れによるレンガブロックのすべりや滑落のおそれがある
ため、クレーンの走行速度および横行速度を、安全側として定格速度の1/4～1/2程度で運
転する必要がある。これに対し、本発明によりレンガブロックの下端部を保持する場合に
は、定格速度での運転が可能となるため、施工時間を1/4～1/2程度に大幅に短縮すること
ができる。
【００４７】
　前記押さえ具を設ける位置は特に限定されず、レンガブロックの下端（下面）を保持す
ることが出来る位置であれば、任意の位置とすることができる。したがって、押さえ具は
、把持板の把持面よりも内側（レンガブロック側）に突出するように設けられる。なお、
後述するように押さえ具が回転可能である場合には、少なくともある回転位置において押
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さえ具が把持面よりも内側に突出すればよく、他の回転位置においては突出していなくて
もよい。
【００４８】
　図１は、押さえ具を把持板によって支持した、言い換えれば、把持板に押さえ具を設け
た場合の例である。この例に示したように、押さえ具は、把持板１つに対して、少なくと
も１個設けることが好ましく、把持板の寸法等に応じて、１つの把持板に複数の押さえ具
を設けることもできる。
【００４９】
　押さえ具を把持板に設ける場合、把持板の面積を有効に利用するという観点からは、該
押さえ具を把持板の下部に設けることが好ましい。押さえ具によってレンガブロックの下
端部を保持するためには、該押さえ具より下の把持面をレンガブロックの把持に利用する
ことができないためである。なお、ここで把持板の下部とは、把持板の下方１／２の位置
、すなわち、下半分を指すものとする。押さえ具は、下方１／４の範囲に設置することが
より好ましい。
【００５０】
［押さえ具支持部］
　また、他の実施形態においては、前記押さえ具を、前記把持板とは別体である押さえ具
支持部によって支持することもできる。図８、９は、押さえ具を、前記把持板とは別体で
ある押さえ具支持部によって支持した場合の例である。図８、９に示した例では、押さえ
具支持部はアーム部の下端に設けられており、該押さえ具支持部に押さえ具が設けられて
いる。このように押さえ具支持部を用いることによって、把持板の形状や配置と、押さえ
具の配置を、制約を受けること無くそれぞれ独立に設定可能となる。なお、押さえ具支持
部を使用する場合も、押さえ具は、押さえ具支持部１つに対して、少なくとも１個設ける
ことが好ましく、押さえ具支持部の寸法等に応じて、１つの押さえ具支持部に複数の押さ
え具を設けることもできる。
【００５１】
　前記押さえ具支持部は把持板とは別体として設けられ、上記の例のようにアーム部等に
よって該押さえ具支持部を支持することができるが、押さえ具支持部を把持板によって支
持することも可能である。図１４は、押さえ具支持部が把持板によって支持される場合の
設置例であり、押さえ具支持部が把持板からぶら下げるように設置される。
【００５２】
　前記押さえ具支持部の形状や寸法は特に限定されず、押さえ具を支持できるものであれ
ば任意の形状、寸法とすることができる。
【００５３】
　押さえ具（４）およびそれを支持する押さえ具支持部（８）の形状の例を、図２に示す
。押さえ具（４）の形状としては、爪型、板状、棒状など様々な形状を用いることができ
る。また、押さえ具（４）の材質は、鋼材、耐火物、木材、プラスチックなど所定の強度
、すなわち、レンガブロックの初動を止めることができれば、いずれの材質でも使用でき
る。なお、押さえ具支持部を使用せず、把持板によって押さえ具を支持する場合において
も同様である。
【００５４】
　ここで、レンガブロックの質量をｍ（ｋｇ）、運搬時などにレンガブロックに生じる加
速度をα（ｍ／s２）とすると、ｆ＝ｍ・α（Ｎ）の変動力が把持板に作用する。そこで
、接触している押さえ具（４）の総てでこの変動力を保持するように設定すれば、レンガ
ブロックの滑落の「初動」を的確に防止することができる。これによって、レンガブロッ
クの下端部全体を保持した場合と同等の固縛効果が安定して得られるのである。
【００５５】
　さらに、本発明の施工装置は、図１０に示すように水平方向に回転可能に支持された押
さえ具を具備していても良い。この場合、図１１に示すように押さえ具を回転させること
により、レンガブロック下端部を保持する、しないを容易に変更できる。押さえ具を回転



(9) JP 2016-169376 A 2016.9.23

10

20

30

40

50

する方法は特に限定されず、手動であってもよく、また、モーターなどによる電動であっ
てもよい。
【００５６】
　図１２は押さえ具の例を示す図であり、板状（ａ）、棒状（ｂ）、テーパー形状（ｃ～
ｅ）等、様々な形状とすることができる。テーパー形状は、一方向のみにテーパーを有す
るもの（ｃ）だけでなく、二方向にテーパーを有するもの（ｄ、ｅ）、傾斜が一定である
もの、傾斜が不均等なものなど、様々な形状とすることができる。
【００５７】
　また、本発明の押さえ具は、下段レンガブロック（１１）に上段レンガブロック（７）
を施工する際に目地厚が一定となるように調整するスペーサーの役目を果たすこともでき
る。そのため、押さえ具の厚みを、レンガブロック同士を接合する際の目地厚とすること
が好ましい。一般的なコークス炉において、目地厚は３～３０ｍｍであるため、押さえ具
の厚みは３～３０ｍｍとすることが好ましく、３～１０ｍｍとすることがより好ましい。
なお、ここで押さえ具の厚みとは、垂直方向（高さ方向）における押さえ具の厚みを意味
するものとする。なお、図１２（ａ）に示した例のように押さえ具が厚さ一定の板状であ
る場合には、その厚みを押さえ具の厚みとする。また、図１２（ｂ）に示した例のように
押さえ具が太さ一定の棒状である場合には、その高さ方向における最大太さ、円柱状であ
る場合にはその直径を押さえ具の厚みとする。さらに、図１２（ｃ）～（ｅ）に例示され
るようなテーパー状の場合には、押さえ具の最大厚みをｔｍａｘ、最小厚みをｔｍｉｎ、
目地厚をｔｊｏｉｎｔとしたとき、ｔｍｉｎ＜ｔｊｏｉｎｔ＜ｔｍａｘであれば、該押さ
え具の厚みは、目地厚となっているものと見なすこととする。そして、大きさと数量（取
付け頻度）は上段レンガブロックのスペーサーとして、所定の性能を満足するように適宜
決めればよい。
【００５８】
［施工方法］
　次に、本発明の施工装置を用いたレンガブロックの施工方法について説明する。
　まず、図８に示した施工装置を用いて、下段レンガブロック（１１）の上に上段レンガ
ブロック（７）を施工する方法を図５に示す。まず、接合面（図６に示す下段レンガブロ
ックの上面）にモルタルを塗布する。次に、上段レンガブロックに把持装置を設置し、開
閉機構で所定の把持力に調整して把持したうえで、天井クレーン等の吊装置（図示せず）
を用いて、把持装置で把持した上段レンガブロックを運搬する。この際、押さえ具を、レ
ンガブロックの下端部を保持するように設置するため、従来技術で問題となったレンガブ
ロックのすべりや滑落を効果的に防止することができる。
【００５９】
　次いで、把持した上段レンガブロックを、下段レンガブロック上の所定の位置に据付け
る。この際、押さえ具により、目地厚が精度良く一定に保持できる。モルタルが上段レン
ガブロックの自重を保持できる強度まで固まったら、図６に示すように、アームを開くこ
とで、押さえ具が抜き取られ、接合が完了する。なお、図１に示した施工装置を用いた場
合も同様に施工することができる。押さえ具が抜き取られた後のくぼみは、適宜モルタル
材で埋めれば良いが、そのままとしても、施工後行われる昇温で、溶融して埋まる形状と
することもできる。
【００６０】
　また、押さえ具を着脱可能にしておき、レンガブロック同士を接合する目地部のモルタ
ルが硬化した後も抜かずに残置するようにしてもよい。その場合、コークス炉完成後も押
さえ具が目地の内部に残った状態となるため、押さえ具の材質を、目地材として用いるモ
ルタルと同じ材質、レンガと同じ材質、またはその他の耐火物とすることが好ましい。
【００６１】
　本発明では、目地厚を精度良く一定に調整するために必要な、多数のスペーサーの設置
作業と抜取り作業を別途行うことが不要となるため、従来技術で問題となった、多大な労
力と時間を要する多数のスペーサーの設置作業と抜き取り作業を省略することができる。
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【００６２】
　ここで、従来、多数のレンガを組み合わせて作成したレンガブロックの形状に不整があ
った場合には、レベル調整が困難となる場合がある。その場合には、図７に示すように、
先端（対向する把持板方向）に向かって薄くなるテーパー型押さえ具（１２）を用い、個
々の打ち込み量を調整することにより、局所的なレベル調整が可能となる。これにより、
レンガブロックの形状に不整があった場合でも、高精度でレベル調整することができる。
言い換えれば、レンガブロックが正しく（例えば水平に）設置されるように、個々の押さ
え具の打ち込み量を制御することができる。
【００６３】
　なお、上記テーパー型押さえ具のテーパー形状は、両面テーパー、片面テーパーのどち
らも用いることができる。
【００６４】
　他の形態の施工装置（前掲図９）を用いた場合について説明する。
　まず、接合面（図６に示す下段レンガブロックの上面）にモルタルを塗布する。次に、
上段レンガブロックに把持装置を設置し、把持力調整治具で把持板とレンガブロックの間
隔を調整し、所定の把持力に調整して把持したうえで、吊装置（図示せず）により、把持
装置で把持した上段レンガブロックを運搬する。この際、押さえ具は、レンガブロックの
下端部を保持するように設置されるため、従来技術で問題となった、レンガブロックのす
べりや滑落を防止できるのは上述したとおりである。
【００６５】
　次いで、施工装置で把持した上段レンガブロックを下段レンガブロック上の所定の位置
に据付ける。この際、押さえ具により、目地厚が精度良く一定に保持できる。モルタルが
上段レンガブロックの自重を保持できる強度まで固まったら、押さえ具を抜き取る、もし
くは、接合部のモルタル内に打ち込むことによって、接合が完了する。なお、図３に示し
た施工装置を用いた場合も同様に施工することができる。
【００６６】
　ここで、従来、多数のレンガを組み合わせて作成したレンガブロックの形状に不整があ
った場合には、レベル調整が困難となる場合がある。その場合には、図７に記載の先端（
対向する把持板方向）に向かって薄くなるテーパー型押さえ具（１２）を用い、個々の打
ち込み量を調整することによって、局所的なレベル調整が可能となる。これにより、レン
ガブロックの形状に不整があった場合でも、高精度でレベル調整することができる。
【００６７】
　なお、上記テーパーの押さえ具のテーパー形状は、両面テーパー、片面テーパーのどち
らも用いることができる。
【００６８】
　他の形態の施工装置（前掲図１０～１２）を用いた場合について説明する。
　まず、接合面（図６に示す下段レンガブロックの上面）にモルタルを塗布する。次に、
上段レンガブロックに把持装置を設置し、開閉機構で所定の把持力に調整して把持したう
えで、吊装置（図示せず）により、把持装置で把持した上段レンガブロックを運搬する。
この際、図１１に示すように押さえ具水平方向に回転（旋回）させることにより、押さえ
具がレンガブロックの下端部を保持するように設置されるため、従来技術で問題となった
、レンガブロックのすべりや滑落を防止できる。
【００６９】
　次いで、施工装置で把持した上段レンガブロックを下段レンガブロック上の所定の位置
に据付ける。この際、押さえ具により、目地厚が精度良く一定に保持できる。モルタルが
上段レンガブロックの自重を保持できる強度まで固まったら、押さえ具を逆回転させて、
押さえ具を抜き取ることによって、接合が完了する。
【００７０】
　ここで、従来、多数のレンガを組み合わせて作成したレンガブロックの形状に不整があ
った場合には、レベル調整が困難となる場合がある。その場合には、図１２に記載の押さ
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用いると、該押さえ具の回転量を調整することによって局所的なレベル調整が可能となる
。これにより、レンガブロックの形状に不整があった場合でも、個々の押さえ具の回転量
を調整することによって高精度でレベル調整することができる。
【符号の説明】
【００７１】
１　把持装置
２　把持板
３　把持板の開閉機構
４　押さえ具
５　アーム部
６　ピン
７　上段レンガブロック
８　押さえ具支持部
９　把持力調整治具
１０　アーム部の支持部
１１　下段レンガブロック
１２　テーパー型押さえ具
１３　挿通孔
１４　把持板支持部材
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